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出典：福島復興ステーションホームページ

　平成23年3月11日に発生した東日本大震災は、

地震・津波に原子力災害が重なる未曽有の複合災

害を福 島 県 に もたらし、県 内 の 被 害 は 死 者 数

4,170人を数え、これに加えて県内の12の市町村

に対して避難指示が発出されました。その後の除

染の進展や放射線量の低下に伴い、避難指示区

域は徐々に縮小されましたが、「帰還困難区域」で

は今なお避難指示が継続しています。

　平成29年5月には、この帰還困難区域内に、早

期に避難指示を解除し住民の帰還・居住を可能と

する「特定復興再生拠点区域」を定めることが可能

となり、令和5年11月までに6町村において避難指

示が解除され、インフラ整備等が進んでいます。

　その後、令和5年6月に、拠点区域外でも帰還意

向のある住民の帰還を可能とする「特定帰還居住

区域」が定められ、除染が進められていますが、令

和6年11月時点においても約2.6万人の住民が

避難を余儀なくされています。

空間線量率の推移
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避難指示区域の変遷

平成23年4月29日時点 令和5年11月27日時点

地表面から1mの高さの空間線量率（μSv/H）

19.0< 9.5 ｰ 19.0 3.8 ｰ 9.5 1.9 ｰ 3.8 1.0 ｰ 1.9 0.5 ｰ 1.0

0.2 ｰ 0.5 0.1 ｰ 0.2 ≦0.1 測定結果が得られていない範囲

原子力規制委員会「福島県及びその近隣県における航空機モニタリングの結果について」を加工

単位：マイクロシーベルト／時間

＊本マップには天然核種による空間線量率が含まれています。

福島県と世界の主要都市の
空間線量率

避難指示が継続している帰還困難区域

特定復興再生拠点区域

避難指示解除区域

UR都市機構による復興まちづくり支援地区

中間貯蔵施設

旧緊急時避難準備区域（平成23年9月30日解除）

凡 例
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発災時人口 11,505人

目標人口
約8,000人程度

（令和17年）

令和7年以降

UR都市機構では、今なお帰還困難区域の存する大熊町、双葉町、浪江町において、培った技術力とノウハウを活用し、復興拠点の整備や地域 のコミュニティ再生に向けた取組みを通して、被災地の復興まちづくり支援を進めています。

大熊町・双葉町・浪江町の状況と復興への軌跡

平成27年度　集中復興期間 平成28年度～令和2年度　復興・創生期間 令和3年度～令和7年度　第2期復興・創生期間

国
など ◆H27.5／福島復興再生特別措置法が改正

◆H27.3／常磐自動車道 全線開通

◆Ｈ26.9／国道6号線全線開通（ただし自動車通過交通のみ）

一団地の復興再生拠点整備が可能に

◆H29.5／福島復興再生特別措置法が改正

H29.9～12／3町で順次、特定復興再生拠点区域の再生計画が認定

◆R2.3／JR常磐線全線再開

◆R2.9／東日本大震災・原子力災害伝承館 開館

◆R2.6／復興庁設置法、福島復 興再生特別措置法等が改正

復興庁設置期間10 年延長（R3.4.1～）

◆R4.6／福島復興再生特別措置法が改正

福島国際研究教育機構の設立等

令和6年令和5年令和4年令和3年令和2年令和元年平成30年平成29年平成27年以前 平成28年

浪

江

町

双

葉

町

大

熊

町

帰還困難区域の一部の避難指示解除
（提供：浪江町）

浪江駅周辺地区 起工式
（浪江町）

JR常磐線 全線開通
（双葉町）

震災後初の追悼花火
（双葉町）

「道の駅なみえ」オープン
（提供：浪江町）

復興まちづくりにむけた覚書 調印式
（大熊町）

双葉駅西住宅 鍵渡し式
（提供：双葉町）

地域活動拠点KUMA・PREイベント
（大熊町）

避難先自治体別避難者数
（令和6年12月31日時点）

4,314人

449人

936人

1,236人

2,128人

いわき市

会津
若松市

郡山市

その他

県  外

県  

内

避難先自治体別避難者数
（令和6年12月31日時点）

1,988人

565人

223人

995人

2,659人

いわき市

福島市

郡山市

その他

県  外

県  

内

避難先自治体別避難者数
（令和6年12月31日時点）

2,910人

2,125人

1,787人

6,276人

5,881人

いわき市

南相馬市

福島市

その他

県  外

県  

内

発災時人口 21,434人

発災時人口 7,147人

Ｈ29.3／事業認可 R3.3／事業完了R元.6／大川原災害公営住宅第1期入居

目標人口
約4,000人

（令和9年）

目標人口
約2,000人

（令和12年頃）

大川原地区

Ｈ29.10／開発許可 R2.4／「福島水素エネルギー研究フィールド（略称:FH2R）」実証実験開始 R2.10／工事完了

棚塩産業団地

R元.10／開発許可 R5.3／工事完了

南産業団地

R3.3／事業認可

浪江駅周辺地区

Ｈ29.8／事業認可

中野地区

Ｈ30.8／事業認可 R4.10／公営住宅（駅西住宅）入居開始

双葉駅西側地区

R2.8／事業認可 R9.3／事業完了【予定】

R9.3／事業完了【予定】

R9.3／事業完了【予定】

R9.3／事業完了【予定】

下野上地区

R3.8／開発許可 R7.3／受託完了R6.12／「次世代グリーンCO2燃料技術研究組合」操業開始

大熊西工 業団地

R6.4／原・大野南再生賃貸住宅入居

帰還困難区域以外(大川原地区等)の避難指示解除Ｈ31.4

大熊町とURとの協定締結Ｈ26.6

双葉町とURとの協定締結Ｈ29.3

浪江町とURとの協定締結Ｈ29.3

帰還困難区域の一部(大 野駅周辺の一部)の避難指示解除R2.3

帰還困難区域の一部（双葉駅周辺の一部）の避難指示解除R2.3

新庁舎にて役場機能再開R元.5

帰還困難区域の一部
（特定復興再生拠点区域の全域）の避難指示解除R5.3

本庁舎にて役場機能再開Ｈ29.4

帰還困難区域以外の避難指示解除Ｈ29.3 道の駅なみえオープンR2.8

帰還困難区域の一部（特定復興再生拠点区域の全域）の避難指示解除R4.6

教育施設「大熊町立学び舎ゆめの森」利用開始R5.8

交流ゾーン商業施設「おおくまーと」開業R3.4

帰還困難区域の一部（特定復興再生拠点区域の全域）の避難指示解除R4.8

新庁舎にて役場機能再開R4.9

双葉町の復興まちづくりを推進するため連携協力協定を締結R4.9

R6.10／起工式

町全体の動き

事業

交流ゾーン宿泊温浴施設「ほっと大熊」、
交流施設「linkる大熊」開業R3.10

町全体の動き

事業

町全体の動き

事業

マークは、URが支援した事業

大野駅西地区産業交流施設（CREVAおおくま）、
商業施設（クマSUNテラス）グランドオープンR7.3

双葉町産業交 流センター開所R2.10
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受委託契約
（計画受託）

受委託契約
（事業受託）

引渡し

宅地・公共施設完成

実施設計・工事発注・監理

調査・設計、事業計画策定 事業手続

交付金申請復興計画策定

用地買収住民意向調査 まちびらき

建物等整備地元合意形成 移転補償
※状況に応じ業務委託

国及び自治体の要請に応じ、基
本構想等策定を技術的に支援

実施設計及び工事を発注
設計・工事全体の監理や関連事業者との調整等を実施

測量や地盤調査を実施
基本設計・造成計画を策定

段階的に完成した宅地・道路等
を引渡し

交付金申請や法
手続き等を支援

Ｕ
Ｒ

自
治
体

事業手続 復興計画策定 事業計画策定 個別地区の事業推進事業計画決定 事業完了

　UR都市機構は、原子力災害により住民も経済活動もゼロになった地域の復興には、住宅・施設用地や公共施設整備等のハード面

からのまちづくりだけでなく、コミュニティ再生やにぎわいづくり、交流人口・関係人口の創出・拡大に資するソフト面からのまちづく

りも不可欠であるとの認識の下、「Ⅰ.復興拠点整備事業支援」「Ⅱ.建築物整備事業支援」「Ⅲ.地域再生支援」の3つの支援を一体に

総合的な復興まちづくりを推進しています。

福島県原子力災害被災地域でのＵRの取り組み

　自治体が発注する公益施設等の建築について、構

想・計画の段階から、設計及び工事の発注手続き等、

さらに設計及び工事の品質・工程・コストの管理、各

種申請手続き等を支援しています。

 自治体からの要請に基づき、住民の生活再開や地域経済の再建の場となる復興拠点の整備について、

計画策定から事業実施まで支援しています。

■事業実施体制の例

自治体（発注者）
復興まちづくりの事業主体

UR
発注者（自治体）を支援

調整、指示、報告等

調整、指示、報告等

調整、

指示、

報告等

契約

設計・施工の

請負契約

設計・施工等業者

Ⅱ.建築物整備事業支援 Ⅲ.地域再生支援

Ⅰ.復興拠点整備事業支援

事業地区位置図

　自治体との連携のもと、持続可能な地域社会の再

生に向け、コミュニティ再生やにぎわいづくり、交流

人口・関係人口の創出・拡大のため、地域活動拠点を

設置しさまざまな実証活動を行うなど、ソフト面での

取り組みを実施・支援しています。

■交流人口・関係人口拡大に向けたステップ

関　与 深い浅い

無関心
無関与

低
い

高
い

関　

心

認知する

関心を持つ

気軽な訪問

頻繁な訪問

2地域居住

移  住

STEP 1
関心を引出す
情報発信

STEP 2
訪問したくなる
コンテンツ提供

STEP 3
自分事として
関われる地域活動

地域活動に関わる
関係人口

案内・誘導

創出・拡大

0 1 2 3km

5 6



一団地の復興再生拠点市街地形成施設

調節池

公園

特定公益的・特定業務施設

特定公益的・住宅施設

区画道路・歩行者専用道路

凡　例
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●大熊インキュベーション
　センター

大熊ダイヤモンド
デバイス
●

県立双葉翔陽高校●
（休校中）

県立大野病院（休止中）●

KUMA・PRE（閉館）●

N

大熊中央産業拠点

原住宅エリア

大野駅西交流エリア

●CREVAおおくま

●クマSUNテラス

大野駅東住宅エリア

●ピクセルハイ

大野駅

原再生賃貸住宅
（代行施行：福島県）

●コネクト
　アラウンド

大野南再生賃貸住宅
（代行施行：福島県）

大野南住宅エリア

福島県大熊町 下野上地区
しも の がみ

福島復興再生拠点整備事業（一団地の復興再生拠点市街地形成施設）
大熊町

規　　模：43.1ha

事業期間：令和2年度～令和8年度

交通アクセス：

　高速道路／常磐自動車道 大熊ICまで約2km

　主要道路／国道6号まで約2km

　鉄　　道／JR常磐線大野駅周辺

地
域
再
生
支
援

復
興
拠
点
整
備

事
業
支
援

建
築
物
整
備

事
業
支
援

土地利用計画図

一団地の復興再生拠点市街地形成施設事業の受託

住宅・施設用地の販売調整及び企業誘致支援、福島再生賃貸住宅整備における工事調整支援

大野駅前産業交流施設等の整備にかかる計画立案並びに事業者募集支援

福島再生賃貸住宅の基本設計

大野駅周辺における賑わい創出および関係人口の拡大に係る支援

DATA
U R 都 市 機 構 の 支 援 内 容

　大熊町の中心部であった大野駅周辺における復興拠点として、住宅エリア・産業拠点・交流エリアを整備し、

円滑で迅速な復興・再生を図る。

■大野駅西交流エリア

　復興・発展の担い手を創出するまちづくりを目指し、産業交流施設及び商業施設の整備が計画されました。URは両施設の宅地や

周辺道路の基盤整備、及び建築施設整備の公募支援や周辺施設を含めた指定管理予定者の公募支援を行い、令和7年3月にグラン

ドオープンを迎えました。

事業の目的

令和7年1月撮影

令和7年1月撮影

原住宅エリア（手前）では原再生賃貸住宅と分譲宅地が、

大熊中央産業拠点（奥）では雇用創出の場として進出企業の建築が進んでいます。

大野駅西交流エリア （産業交流施設「CREVAおおくま」と商業施設「クマSUNテラス」を望む）

商業施設 クマSUNテラス

産業交流施設 CREVAおおくま

大野南住宅エリア

地域活動の支援（KUMA・PREお花プロジェクト）おおくま商店祭（令和6年3月）KUMA・PRE

■地域活動拠点「KUMA・PRE」（令和4年2月～令和6年12月）

　関係人口の創出・拡大を目的に令和4年2月にオープン。日常の運営を通じて多様な主体と連携し、賑わい創出に係る実証活動を

行ったほか、地域の人々が主体となった地域活動の支援に取り組みました。大野駅西交流エリアのグランドオープン（令和7年3月）に伴

い、令和6年12月に閉館しましたが、活動を通じて得られた知見や地域の方々との繋がりは、大野駅西交流エリアに承継されます。

令和7年1月撮影
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1
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熊川調節池

西平窯跡公園

大川原川
調節池

新高田公園

遊
歩
道

0 50 100 200m

N

大熊町立 学び舎 ゆめの森

医療・福祉
施設

大熊町役場

●ほっと大熊

●おおくまーと

linkる大熊●

交流ゾーン

次世代グリーンCO2

燃料技術研究組合
（raBit）

子育て支援住宅

大川原再生賃貸住宅
（代行施行：福島県）

大川原第2災害公営住宅
（代行施行：福島県）

大川原災害公営住宅
（代行施行：福島県）

0 50 100 200m

凡 例
区画道路・歩行者専用道路一団地の復興再生拠点市街地形成施設

特定公益的・特定業務施設

住宅施設

調節池水路公園・緑地・広場特定公益的施設
道路

宅地

林道

造成森林

残置森林

工業用水

公園

開発区域

調節池

排水路

農業用水路

凡　例

緑地

　進出企業の挑戦を応援するとい

う大熊町の方針に沿って、F-REIの

5つの研究分野を基軸とした産業

の創出のために一定規模の設備投

資や雇用創出を行う企業の受け皿

を整備する。

福島県大熊町 大熊西工業団地

規模：21.4ha　　事業期間：令和3年度～令和7年度（受託期間：～令和6年度）

交通アクセス：高速道路／常磐自動車道 常磐富岡ICまで約3km、大熊ICまで約4km

　　　　　　  主要道路／国道6号まで約6km

　　　　　　  鉄　　道／JR常磐線大野駅まで約3.5km

工業団地整備事業の受託、
立地企業との協議調整、
工事調整支援

DATA
U R 都 市 機 構 の 支 援 内 容

規　　模：18.3ha

事業期間：平成28年度～令和2年度

交通アクセス：

　高速道路／常磐自動車道 常磐富岡ICまで約2km

　主要道路／国道6号まで約6km

　鉄　　道／JR常磐線大野駅まで約4.5km

一団地の復興再生拠点市街地形成施設事業の受託

災害公営住宅並びに福島再生賃貸住宅整備における工事調整支援

町役場庁舎、医療・福祉施設、商業・交流・宿泊温浴施設の整備に係る
計画立案並びに事業者募集、設計・施工支援

災害公営住宅並びに福島再生賃貸住宅の基本計画策定

関係人口の拡大に向けた支援、福祉・交通まちづくり構想策定及び具現化支援

DATA
U R 都 市 機 構 の 支 援 内 容

にしくまおお

工業団地整備事業
大熊町

福島県大熊町 大川原地区
おお が わら

福島復興再生拠点整備事業（一団地の復興再生拠点市街地形成施設）
大熊町

地
域
再
生
支
援

地
域
再
生
支
援

土地利用計画図

　避難指示解除後の円滑で迅速な復興及び再生を先導するため、大熊町における最初の復興拠点（帰還する住民の

生活や地域経済の再建のための拠点）を整備する。

土地利用計画図

提供：大熊町

交流ゾーン
（商業・交流・宿泊温浴施設）

教育施設
（大熊町立 学び舎 ゆめの森）

❶ 宿泊温浴施設（ほっと大熊）

❷ 交流施設（linkる大熊）

❸ 商業施設（おおくまーと）

❶ ❷

❸

令和5年7月撮影

災害公営住宅
役場庁舎
提供：大熊町

事業の目的

事業の目的

団地を南側から北方向へ望む

写真中央は令和6年12月に操業開始した「次世代グリーンCO2燃料技術研

究組合(略称：raBit)」のバイオエタノール生産研究施設

道路開通記念式典（令和6年8月）

復
興
拠
点
整
備

事
業
支
援

建
築
物
整
備

事
業
支
援

復
興
拠
点
整
備

事
業
支
援

建
築
物
整
備

事
業
支
援

令和6年9月撮影

事業完了
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第一地区第二地区

第
一
地
区

第
二
地
区

駅西エリア
駅東エリア

●双葉町新庁舎

Ｊ
Ｒ
常
磐
線

診療所●

町立双葉中学校
（休校中）

双葉町コミュニティーセンター
［改修計画中］

国
道
６
号

双葉駅

●商業施設（イオン）
　［R7開設予定］

●旧東邦銀行
　双葉支店
　［改修計画中］

●福祉・交流施設
　［計画中］

●

●

●

地域活動拠点
FUTAHOME

双葉町移住定住
相談センター

（旧三宮堂田中医院）

商業施設
（飲食店3店舗）
［R8開設予定］

N

一団地の復興再生拠点
市街地形成施設の地区界

特定公益的施設

住宅・特定公益的施設

特定公益的・特定業務施設

道路

歩行者専用道路

公園

広場

調節池

水路

凡　例

0 50 100 200m

福島県双葉町 双葉駅西側地区
ばふた えき にし がわ

福島復興再生拠点整備事業（一団地の復興再生拠点市街地形成施設）
双葉町

規　　模：23.9ha（第一地区 12.3ha、 第二地区 11.6ha）

事業期間（第一地区）：平成30年度～令和8年度

　　　　（第二地区）：令和2年度～令和8年度

交通アクセス：

　高速道路／常磐自動車道 常磐双葉ICまで約4km

　主要道路／国道6号まで約200m

　鉄　　道／JR常磐線双葉駅周辺

一団地の復興再生拠点市街地形成施設事業の受託

地区内の住宅・施設の基本構想策定

町役場新庁舎、既存ストック等の整備に係る
建築物整備事業支援

双葉駅周辺におけるまちなか再生に向けた各種支援

DATA
U R 都 市 機 構 の 支 援 内 容

　JR双葉駅を中心とした「新たな生活の場」として、公共施設等の再整備や新たな住宅需要の受け皿となる住宅団地を整備する。

事業の目的

双葉町新庁舎 双葉町コミュニティーセンター 旧東邦銀行 双葉支店

　町とURが締結した「双葉町内復興拠点の整備等の復興ま

ちづくりの推進に関する協力協定書」（平成29年3月）に基づ

き、駅東広場や駅西住宅周辺の整備を進めています。

　令和4年8月に特定復興再生拠点全域の避難指示が解除

され、同年10月から公営住宅「駅西住宅」の入居が開始され

ました。

　駅西エリアでは、駅西地区福祉・交流施設の建設に向け、現在、基本計画等の策定を支援し、駅東エリアでは、新庁舎の基本計画の策

定、設計・施工を支援しました。

　また、震災前からの面影を残す建物である双葉町コミュニティーセンターや旧東邦銀行双葉支店の利活用に向け、改修計画等の立

案を支援しています。双葉町コミュニティーセンターでは、観光案内機能、待合ライブラリー機能、宿泊機能を持つ複合施設への改修に

向けた基本検討、設計、指定者管理予定者選定を支援しています。

飲食・交流イベント「ふたば飲み」（9歩目/令和6年8月）既存ストック活用に向けたワークショップ（5歩目/令和5年5月）

DIYワークショップ（2歩目/令和4年11月）写真撮影ワークショップ（1歩目/令和4年9月）

FUTAHOME外観

提供：双葉町

FUTAHOME内観

土地利用計画図

駅西住宅 診療所JR双葉駅周辺

　民間事業者が既存建物を改修

し、「地域活動拠点FUTAHOME」

をオープンしました。東北大学・

福島大学がまちづくり研究の現

地拠点を設置し、URも協力して

賑わい創出等を目的としたまち

づくり活動を行います。

　地域プレイヤーの発掘・連携や町の

賑わい創出を目的に、令和4年9月か

ら「ちいさな一歩プロジェクト」に取り

組んでいます。特に既存ストック（空き

地や空き施設）を活用したワークショッ

プや気軽に飲食・交流できる場の提供

により、双葉町での様々な活動を始め

るきっかけ作りを行っています。

　徐々に会場規模・来場者数も大きく

なり、双葉町産業交流センターや地元

音楽イベントと共催するなど、コミュニ

ティの輪が広がっています。

令和7年2月撮影

地域再生支援の取り組み

地
域
再
生
支
援

復
興
拠
点
整
備

事
業
支
援

建
築
物
整
備

事
業
支
援

双葉町駅西住宅
（代行施行：福島県）

建築物整備事業支援の取り組み

ふ た ほ め

11 12



下

下

下

水

水

水

下

下 下

下

井

下

井汚水
処理施設

調節池
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復興シンボル軸

復興シンボル軸

●東日本大震災・

　原子力災害伝承館

●双葉町

　産業交流センター
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区画道路

一団地の復興再生拠点
市街地形成施設

調節池

特定業務施設

水路

汚水処理施設

特定公益的・特定業務施設

凡　例

福島県双葉町 中野地区

規　　模：49.6ha

事業期間：平成29年度～令和8年度

交通アクセス：高速道路／常磐自動車道 常磐双葉ICまで約6km

　　　　　　  主要道路／国道6号まで約1.5km

　　　　　　  鉄　　道／JR常磐線双葉駅まで約2km

一団地の復興再生拠点市街地形成施設事業の受託

双葉町産業交流センター整備に係る計画立案、
事業者公募並びに設計・施工支援

双葉町産業交流センターと連携した賑わいづくり

DATA
U R 都 市 機 構 の 支 援 内 容

大和ライフネクスト（カンファレンスホテル）
（パース図）

WorldLink & Company（ドローン製造・販売）

浅野撚糸（撚糸製造・タオル販売等）

東日本大震災・原子力災害伝承館

双葉中央アスコン（製造業）

令和6年6月撮影

のなか

福島復興再生拠点整備事業（一団地の復興再生拠点市街地形成施設）
双葉町

土地利用計画図

提供：大和ライフネクスト

双葉町産業交流センター（F-BICC）

　中野地区の中核施設となる双葉町産

業交流センターの建設に係る設計・施工

の支援を行いました。当施設は、貸会議

室や貸事務所の他、フードコートやレスト

ラン、土産物店の複合施設として整備さ

れました。

　東日本大震災・原子力災害伝承

館は、地震、津波、それに続く原子

力災害という未曽有の複合災害の

実態、記録、教訓を、継承・発信する

施設として、令和2年9月20日に開

館しました。

　迅速な復興及び再生のため、双葉町の復興のさきがけとして「働く拠点」を整備し、

廃炉・研究開発・新産業などの事業所や研究施設を誘致する。
事業の目的

地
域
再
生
支
援

復
興
拠
点
整
備

事
業
支
援

建
築
物
整
備

事
業
支
援

建築物整備事業支援の

取り組み

立地企業一覧

（株）アルメディオ  製造業（ナノマテリアル）

双葉中央アスコン  道路舗装材等の製造

アイワビルド（株）  建設業

（株）伊藤工務店  建設業

勝山工業（株）  建設業

（株）カナモト  建設重機レンタル

浅野撚糸（株）  撚糸製造、タオル販売

新日鉄・クボタ・大林・TPT特定共同企業体  減容化施設物流拠点

JFEエンジニアリング（株）  減容化施設物流拠点

日建リース工業（株）  建設用仮設資材レンタル

（株）アルムシステム  ビジネスホテル

（株）ユタカ建設  建設業

（株）エナジー  建設業

（株）中里工務店  建設業

東北アクセス（株）  運輸業（バス・タクシー）

（株）双新電子  電気・電子部品製造

フレックスジャパン（株）  衣料品リサイクル工房、販売

（株）WorldLink & Company  ドローン製造・販売

（株）丸井  設備工事業

双葉グリーン土木（株）  造園工事業

大和ライフネクスト（株）  宿泊業（カンファレンスホテル）

東日本ロハス（株）  食料品製造業

（株）ビーエイブル  ロボット・再エネ研究開発等

（株）田中  建設業24
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（令和６年９月時点） 出典：双葉町ホームページ
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商業施設

Ｊ
Ｒ

常
磐

線

交流施設

浪江駅

公営・民間住宅

連続する緑空間

情報発信・交流スペース
「なみいえ」

中央公園

国道114号

新
町
通
り

F-REI本部
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福島県浪江町 浪江駅周辺地区
え えき しゅう へんなみ

福島復興再生拠点整備事業（一団地の復興再生拠点市街地形成施設）
浪江町

規模：11.6ha

事業期間：令和3年度～令和8年度

交通アクセス：高速道路／常磐自動車道 浪江ICまで約4.5km

　　　　　　  主要道路／国道6号まで約1km

　　　　　　  鉄　　道／JR常磐線 浪江駅に隣接

一団地の復興再生拠点
市街地形成施設事業の受託

駅周辺の賑わいづくりや
関係人口の拡大に向けた各種支援

DATA
U R 都 市 機 構 の 支 援 内 容

　発災以前、相双地域のにぎわいの中心であった浪江町中心市街地における浪江駅周辺を「まちの顔」として先導的

に整備することで、その効果を波及させ、中心市街地全体の復興を目指す。

浪江駅周辺

グランドデザイン

基本計画

「連続する緑空間」のイメージ

イメージパース3点の出典：

　浪江駅周辺グランドデザイン

　基本計画（浪江町）

情報発信・交流スペース「なみいえ」 イベントカレンダー「なみ☆カレ」を設置し地域へ公開

　情報発信・交流スペース「なみいえ」を設置し、町及びすでに町内で活動を行っている地域プレイヤーと

連携し、イベントの開催支援や、イベント情報の取りまとめ・公開などの賑わいづくりへの協力、将来のエ

リアマネジメントに向けた担い手の育成や機運醸成の活動を支援しています。また、イベントに参加し、事

業のPR活動も積極的に行っています。

担い手の育成に向けたワークショップ 地域プレイヤーと連携したキャンドルナイト

事業の目的

浪江町の復興事業の動き
ウェブサイト

地域再生支援の取り組み
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請戸地区防災集団移転促進事業
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規　　模：48.6ha

事業期間：平成29年度～令和2年度

交通アクセス：高速道路／常磐自動車道浪江ICまで約8km

　　　　　　  主要道路／国道6号まで約3km

　　　　　　  鉄　　道／JR常磐線浪江駅まで約4km

産業団地整備事業の受託

DATA
U R 都 市 機 構 の 支 援 内 容

福島県浪江町 南産業団地 事業完了事業完了

みなみ

産業団地整備事業
浪江町

土地利用計画図

規　　模：45.2ha

事業期間：令和元年度～令和4年度

交通アクセス：高速道路／常磐自動車道浪江ICまで約8km

　　　　　　  主要道路／国道6号に近接

　　　　　　  鉄　　道／JR常磐線浪江駅まで約3.5km

基盤整備に係る

発注者支援業務の受託

DATA
U R 都 市 機 構 の 支 援 内 容

福島高度集成材製造センター（FLAM）福島水素エネルギー研究フィールド（FH2R）

　再生可能エネルギーを利用した世界

最大級の水素製造施設であるFH2Rや

福島ロボットテストフィールド滑走路など、

福島イノベーションコースト構想を推進

する先進的な産業を創出する。

令和6年2月撮影現況写真令和4年8月撮影
現況写真
提供：浪江町

事業の目的

八島運送會澤高圧コンクリート 福島RDMセンター

　地域経済の活性化と雇用創出を

図るとともに、若い世代が将来に希

望を持てる新たな産業の創出を進

める。

事業の目的

土地利用計画図
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